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1、 知事後援会問題に係る県民の信頼回復について

（辻県議）　県議会では１年半にわたって、知事の政治資金にかかわる収入と支出の疑惑が大問題になりました。「県政への県民の信頼」という議会制民主主義の根本から知事に質問します。

　昨年１２月の最初の辞職勧告決議の直後、知事は「真相解明が本来で、仮に辞職するにしても真相を解明してから」と述べ、ことしの２月議会では「早期に真相解明を行い、説明責任を果たすことが、私に課せられた責務」という答弁を繰り返しました。２度目の辞職勧告のあとは「知事の座にいないと、取材も報道もしてくれなくなり、真相解明ができなくなる。知事の任務を遂行しながら真相解明に努めるのが責務だ」と述べました。真相解明が知事の責務であり、そのために知事の座にとどまるというのが、この間の発言でした。

　今年の６月議会ではこれが、ガラリと変わりました。真相解明はできなくなったが、課題が山積していて政治空白をつくるべきではないので、辞職はしないーーこれが答弁でした。真相解明を余りにも簡単に投げ捨て、それならば責任をとって辞職するのかと思えば、それもしない、まさに絵に描いたようなご都合主義ではありませんか。「こんな知事に県政の舵取りはまかせられない」これが多くの県民の声だと私は思います。国の政治では、任命責任も説明責任も果たさない安倍・自公政権に国民の厳しい審判が下りました。知事の不信任案を否決した議員の責任も問われるときがくると思います。県政の運営にとって県民の信頼は欠かせませんが、信頼は地に落ちたままです。真相解明を投げ捨てるなら、辞職して責任をとる以外に、県民の信頼回復はないと思いますがいかがでしょうか、お答えください。

（知事）これまで県議会において，二度にわたり辞職すべきと決議されたことにつきましては，重く受け止めております。

　一方で，本県は，「人・活力・安心・自治づくり」を推進するための施策を更に具体化する段階にあり，厳しい指摘のある格差社会の是正，あるいは中山間地域の振興をはじめとして，その解決を急がれる課題が山積いたしております。これらの課題を解決するため，実効性のある施策を構築し，予算措置等を講ずる必要がありますが，すでにそのための作業に着手しており，私といたしましても責任をもって取組を進める決意を持っております。来月の過疎対策プロジェクトチームの立ち上げも，その取組の一環でございます。

　　さらには，地方分権改革，行財政改革や市町村合併後のフォローアップ，そして道州制の実現など本県の将来を見据えた取組も不可欠でございます。

　　したがいまして，こうした点からも，県政に政治的空白を生むことがないよう，引き続き知事としての職務に全力を傾注して参りたいと考えております。
２、　被爆者行政について

①原爆症認定基準の見直しを

(辻県議)　　原爆症の認定者数は、被爆者手帳保持者約251,834人の内わずか2,242人、0,89％でしかありません。これは現在の審査基準が爆心地との距離を重視する「ＤＳ８６」を基本にして組み立てられている「原因確率論」の立場をとっているからです。この立場では爆心地から2キロ以遠の人や入市被爆者・救護・看護従事被爆者、「内部被曝」や「残留放射線」による被爆などは十分とらえきれません。

原爆症認定訴訟で昨年8月、広島地裁が下した判決では①国の「原因確率論」は原爆症認定の判断材料の一つでしかないと判断し、②内部被曝、遠距離・入市被爆などについては原爆症認定の対象として認めました。さらに、残留放射能被爆、放射性降下物（黒い雨など）による被爆の影響について言及しています。

自民党の原爆被爆者に関する小委員会が8月末にまとめた「原爆被爆者救済案」では①「…原因確率論を基とする「審査方針」を廃止し、科学的知見に基づき残留放射能・誘導放射能などの影響を十分考慮に入れた基準に見直す」こと、②「一定区域内の被爆者で原爆特有の典型的症例を発病していれば、格段の反証がない限り認定する」こと、そして、③「…国が控訴中の原爆症認定集団訴訟のすべてについて、国は控訴を取り下げる」ことを提言しています。

　9月14日、厚労省は「原爆症認定の在り方に関する検討会」の構成を発表しています。

政府と与党内の新たな状況を踏まえ、さらに原爆症認定訴訟判決を考慮して、被爆者の要求と被爆の実態に見合ったものに原爆症認定基準を見直すよう国に強く要望し、さらに控訴の取り下げを要請することを求めるものですがお答えください。

(知事)　被爆後６２年が経過し，今なお，被爆に起因するeq \o(\s\up 15(こうしょうがい),後障害)に苦しまれている被爆者の実情を踏まえて，今後とも被爆者援護対策の着実な推進に努めて参りたいと考えております。

　こうした状況の中で，原爆症認定制度に係る問題については，被爆者の高齢化が進んでいることから，本年７月の広島・長崎原爆被爆者援護対策促進協議会要望や８月の広島県・市要望を通じて国に対して，早期解決を要望したところでございます。
現在，国においては，基準見直しのための専門家による検討会の開催に向けた準備が進められ，被爆者からの意見聴取も検討されていると伺っており，認定基準の見直しや控訴への対応については，このような国の動向を見守りたいと考えております
②「黒い雨」降雨地域の拡大を

　また、被爆対策での未解決の問題に「黒い雨」降雨地域の問題があります。黒い雨の被災者は原爆症裁判でも明らかになった放射性降下物による内部被曝によって身体に深刻な影響を受け、がんなど重い病気で多くの被災者が早く死亡したり、現在も苦しんでいます。

　県はこの対策として「黒い雨」降雨地域全域を被爆者援護の対象となる被爆地域に拡大するよう広島市と共同して国に要望を続けています。従来の降雨地域外にも広範に「黒い雨」が降ったとの住民や学者などの証言が相次いでいます。降雨域の実態に見合った見直しを国に強く働きかけるべきです。そのためにも広島市や周辺の自治体などと共同して、「黒い雨」被害の実態調査に乗り出すべきであると考えますが、いかがでしょうか。

また、少なくとも「黒い雨」の被害を訴える地域に出向いて被災者の生の声を聞かれてはいかがでしょうか。お答えください。

(福祉保健部長)　被爆地域の拡大については，これまで，広島市が実施し，平成１６年１月に取りまとめた調査研究の結果をもとに，広島市と共同して，国に対して要望を行って来たところでございますが，広島市が実施した調査の科学的根拠について，国の理解が得られていないのが現状であります。 

　現在，調査実施主体である広島市において，国の指摘を踏まえて，今後の方向性が検討されているところであり，今後，広島市の検討結果を伺った上で，県としての対応を検討して参りたいと考えております。

　また，昨年７月及び本年９月には，「黒い雨」の被害を訴える地域に担当職員を派遣し，被害を訴える住民の声を直接お聞きして来たところでございます。

今後とも，広島市や周辺の町と連携を図りながら，被爆地域の拡大が認められるよう，　　　　　　国に働きかけて参りたいと考えております。
３、　国民健康保険の資格証明書発行について

(辻県議)　昨年6月時点で、全国で国民健康保険税（料）の滞納は480万世帯、制裁措置で保険証を取り上げられ資格証明書の発行された世帯は35万を超えました。貧困と格差が広がる中で、国保税（料）の滞納世帯は増える一方であります。

　広島県では今年6月1日現在で、国民健康保険税（料）滞納世帯数が89,616世帯、保険証を取り上げられ資格証明書を発行された世帯は14,936世帯となっています。昨年6月1日現在、広島県の資格証明書の発行世帯数は14,798世帯、滞納世帯に占める割合は17,51% 、全国で上から2番目、三重県についで資格証の高い発行であります。その一方静岡県では滞納世帯に占める割合が５．９％、愛知県は０．９６％です。あまりにも差が大きいではありませんか。広島県とこんなに大きな差が生じていのはなぜなのか、お答えください。

　「払いきれない」、「滞納せざるを得ない」ほど高い国保税（料）が被保険者を直撃しています。資格証明書で受診すると、いったん治療費の全額を窓口で支払わなくてはなりません。そのため、潰瘍性の吐血をして倒れ救急車が来ても、「病院に運んでほしくない」と搬送を断る事態も起きています。受診をひかえて死にいたる事件も続発し、広島県ではある医療団体の調査だけでも今年になって３件の死亡事例が明らかになっています。住民に医療を保障するための制度である国保が、逆に、社会的弱者を医療から排除しています。こんな事態は、一刻も放置できません。さらに、資格証の発行が収納率の向上につながらないこともあきらかになっています。

資格証明書は機械的に発行するのではなく、特別な理由がある場合は資格証明書の発行をしない慎重な運用をはかり、生活困窮者などから保険証の取り上げを中止するよう市町を指導・助言することを求めるものですが、お答えください。

　また、広島県は県独自の助成を市町に出していない全国で２１県の一つでもあります。国保税（料）の負担軽減のために県の独自助成を求めるものでありますがお答えください。

　広島県後期高齢者医療広域連合は、７５歳以上の方にも資格証明書を発行するとしています。しかし、これまで老人保健制度の対象者については資格証は発行していません。後期高齢者への資格証の発行は決して容認できません。広域連合では後期高齢者医療保険で滞納を理由に資格証明書の発行すべきでないと考えますが、お尋ねします。

(福祉保健部長) 　全国の市町村国保においては，滞納の実態に応じて様々な対策を行っており，その一環として，資格証明書や滞納者と直接接触する機会を確保するための短期被保険者証の交付を実施しているところでございます。

　資格証明書の交付率は，全国的に見ますと，相当の差がございますが，これらについては，地域の経済動向や高齢化の状況等様々な理由が考えられ，特定の要因で説明することは困難であると考えております。

（福祉保健部長）　保険料の滞納者に対する被保険者証の返還及び被保険者資格証明書の交付については，災害等の特別な事情がない長期滞納者に対する法で定められた措置であり，被保険者間の負担の公平性や制度に対する信頼性の確保を図る観点からも必要であると考えております。
　なお，この制度の実施に当たっては，従来より，滞納者との十分な納付相談や弁明の機会を与えるなど，慎重かつ適切に対応するよう市町に助言を行っているところでございます。

(福祉保健部長)　全国の市町村国保が，極めて厳しい財政状況にある中，その保険料軽減については，現在取り組んでいる医療保険制度改革の影響も十分に見極めるとともに，今後，必要に応じて，国に対し保険料負担軽減のための対応を要望して参りたいと考えております。 

(福祉保健部長)　現行制度においては，７５歳以上の高齢者医療は，各保険者からの拠出金や公費で賄われている制度であることなどから，資格証明書は発行されておりません。

　一方，平成２０年度から実施される後期高齢者医療制度は，国民皆保険を維持するため，後期高齢者を対象として，新たに創設される医療保険制度であり，国保と同様に，一定の要件に該当する場合には，法に基づき，資格証明書を発行することとされております。

　なお，発行に当たっては，国保と同様に，慎重かつ適切に対応する必要があると考えております。

４、広島市への福祉医療の削減について

(辻県議)　私はことし２月の予算特別委員会で、広島市への福祉医療費補助削減は「弱者切捨てであり撤回すべきだ」と質問し、当局からは「政令市は福祉分野の権限や財政措置が県と同様なので見直す。広島市とは引き続き協議する」という回答でした。

　その後、県は２月議会で補助削減の予算を強行し、広島市は補助を見込んだ予算を決めるなど、ねじれた関係のままであります。障害者やひとり親家庭、乳幼児の医療への助成は充実こそあれ、削ってはならないものです。また、広島市民も他の県民と同じように県の福祉医療を受ける権利があります。

　当事者の人たちは８月末、「安佐南区の障害者福祉をよくする会」など10団体で「子どもと重度障害者の医療費の無料化を求める連絡会」を結成し、今議会に「撤回を求める要望書」を提出します。

　そこで、まずはじめに広島市に対する福祉医療補助削減・廃止は撤回すべきだと考えますが、いかがでしょうか。また、これまで広島市との協議状況の現状はどうなっているのでしょうか。

　二つ目に、県が一方的に予算削減を強行したことで、広島市から共同事業などの協力が得られなくなるのではないかとの危惧がありますが、その時の対応はどうするのか。お答えください。

（福祉保健部長）平成１８年度に実施した事務事業総点検の結果，政令指定都市である広島市への補助見直しを行ったところであり，その見直しにつきまして広島市に対し継続的に協議を行っているところでございます。

　今後も，県の考え方を十分に説明し，広島市の理解が得られるよう，真摯に協議を進めるとともに，他の分野においても，県と広島市が協力，連携しながら，諸施策を推進できるよう，取り組んで参ります。

再質問（辻県議）　「権限に応じた必要経費も県に措置される地方交付税等の財源措置が直接、広島市に措置されている」というが、政令市に直接交付される地方交付税の使い道は限定されたものではありません。様々な施策・事業に使われるのであり、広島市の裁量にゆだねられているものであって、地方交付税などんの財源措置が広島市に直接交付されることをもって、広島市への福祉医療費補助の削減・廃止の理由にならないのではありませんか。

　また、財政規模が大きいといいますが、人口規模も大きく、施策や事業が多岐にわたっているわけで、財政規模が大きいという理由はあまりにも短絡的な考えでしかありません。

　この事業は県と市・町の共同事業でもあります。

　広島市民も県民であります。広島市だけが他の市・町と区別される根拠はありません。改めて福祉医療費補助の削減・廃止はやめるべきではありませんか、再度伺います。

（福祉保健部長）　広島市に対する福祉医療費の補助につきましては，広島市の有する福祉分野の権限等に着目して，その見直しを行うものです。

　なお，本県以外の政令指定都市のある１２の道府県の内，７つの府県においても，他の市町村に比べて低い補助率を設定いたしております。

　こうした他県状況も勘案し，広島市への補助の見直しを行ったものであり，広島市の理解が得られるよう，引き続き協議を進めて参ります。

５、　鞆港の埋立架橋計画について

(辻県議)　今年５月２３日に、広島県と福山市は、水面権利者の全員同意を得ないまま福山港鞆地区埋立・架橋計画の埋立免許を申請しました。1974年（昭和49年）以来、水面権利者の全員同意を得ないま埋立申請を行った事例はなく、この鞆港の埋立てが全国的には初めてとなります。審査後、知事が免許すれば県と市は直ちに事業に着手するとしています。

　鞆港には歴史的な港湾施設である雁木・波止・焚場・常夜燈・船番所の５点セットが残っていますが、これは鞆以外に東アジアには存在せず、朝鮮通信使の遺跡もあり国際的な性格を持っています。私はこれまで鞆港の埋立架橋は鞆港の歴史的景観や文化的価値を破壊し決定的なダメージを与えるものとして白紙撤回を求めてきました。

　提出された埋立免許願書では、県・市は埋立てによる損失は軽微、景観に与える影響は小さいとしています。しかし、埋立架橋事業によって、①歴史的・文化的価値や近隣住民の景観利益を大きく侵害し、②焚場の一部埋立てなど歴史的港湾施設の破壊、③世界的にかけがえのない価値を有しているわが国で唯一の歴史的港湾を失い世界遺産への道を閉ざす、④これまでなかった場所に道路・橋が出現し、眺望景観が著しく阻害されます。とりわけ鞆港最大の魅力の一つである常夜燈周辺の港湾景観が損なわれ、観光客の減少など観光業に大きな打撃をあたえます。⑤排ガス、騒音などで市民の平穏な暮らしを破壊するなど、埋立架橋による損失は軽微どころか極めて大きく、景観に与える影響は計り知れなく大きいと考えるものです。他方、交通渋滞や下水道整備など住環境整備は山側トンネル案や小口径推進工法の採用で埋立架橋を行わなくても対応できます。　　

　県・市は埋立架橋による得られる利益を過大に評価し、失われる利益を過小に見積もっているとしか考えられません。

　この際、埋立免許申請を撤回し、鞆港の埋立架橋計画を白紙に戻すことを求めるものですが、ご所見を伺います。

また、代替案として提案されている「山側トンネル案」を採用してはいかがでしょう、お答えください。

(土木部長)　鞆地区道路港湾整備事業については，道路交通の円滑化，生活環境の改善，歴史的町並みの保存など，多くの地域課題を解決できる事業であると考えております。

　埋立免許の出願は，事業の必要性やその効果を十分に吟味するとともに，歴史的港湾施設や景観，生活環境に及ぼす影響など，事業による影響を最小限にとどめることができることを，あらためて検証した上で行ったところであります。

　次に，山側トンネル案につきましては，通過交通のみの処理であり，交通混雑の緩和や下水道整備による生活環境の改善など，鞆地区の抱える諸課題の解決につながらないものと考えております。

　この事業につきましては，今年９月の福山市議会において，鞆町有権者の９０％以上の方々の事業推進の賛同署名が添えられた請願書が採択され，地元の大多数の住民が早期実現を望んでいることがあらためて示されたところであります。

　県としても，福山市と連携し，事業の推進に向けて努力して参りたいと考えております。

再質問（辻県議）埋立事業対象地域の住民とは福山市も広島県も一度も話し合いの場を持っていません。そして、この埋立事業対象地域住民の多数が埋立架橋に反対し、事業に納得も合意もしていません。これらの住民と会い、合意形成を図るこちが不可欠であると考えますが、お尋ねします。

　埋立事業対象地域の住民にとって、埋立架橋事業の着手とその完成によって新たに発生する住環境の破壊、住民の生存権を侵害するものと思うものですが、どのように認識しているのか、お答えください。また、建設される道路の交通量は一日何台を予測しているのか、架橋は海面から何メートルの高さになるのかお答えください。

(土木部長)　地元における合意形成については，これまで，地元説明会や意見交換会，鞆のまちづくりに関するホームページの開設などを行ってきたところであります。県としては，今後も引き続き，福山市と連携して取り組んで参りたいと考えております。

　事業の生活環境等に及ぼす影響は，環境影響評価の結果，大気・騒音等の全ての分野において環境基準を満たすなどしており，周辺地域に与える影響は小さいと考えております。
　架橋部分の将来交通量は，１日当たり，５千百台を見込んでおります。

次に，架橋の高さは，橋梁の中央部分におきまして，平均水面から，桁下までは約２．７ｍ，路面までは約４．３ｍでございます。
再々質問（辻県議）　鞆港の埋立架橋は、鞆港の歴史的景観や文化的価値を破壊し決定的なダメージを与え、鞆は文化財としての評価を奪われ、世界遺産への登録資格を喪失することになると考えますが、知事、あなたの認識をお伺いします。

　あらためて白紙撤回を求めるものですが、いかがでしょうか。

（土木部長）鞆地区の道路港湾整備事業につきましては，先ほども申しましたが，道路交通の円滑化，それから，生活環境の改善，歴史的町並みの保存などを実現するために必要な事業であります。

また，地元の大多数の住民が早期整備を望んでいるものであります。

県といたしましては，今後とも，福山市と連携し，事業の推進に向けて努力して参りたいと考えております。

６、　広島高速道路問題

①広島高速１号線・福木トンネル工事による地盤沈下問題について

(辻県議)　広島高速１号線の福木トンネルは、地質調査をしたコンサルタントから大きな地盤沈下を予測する資料の提供を受けていながら、それを無視して工事が進められました。トンネル工事開始から２か月の時点で当初予測の１．５センチを超える２センチの地盤沈下を確認しながら工事は進められ、最終的に１８.２センチの地盤沈下をもたらしました。

その結果、道路や水路の亀裂、民家の床や壁にひび割れや傾きが生じるなど多大な被害を与え、中国電力の変電所にも被害を出しました。深刻な被害を広げた責任は、予測を超える地盤沈下を確認しながら、工事を進めさせた県と市にもあります。県として、被害を広げた責任をどう認識しているのかお伺いします。

　また、これまで広島高速道路公社が支払った補償額は、中電と一般住民とそれぞれいくらでしょうか。お尋ねします。

関係住民は現在も地盤沈下が続いていると不安は払拭されていません。行政として早急に地盤の調査を行い公表し、基礎工事や民家の建替え、移転などにも対応する責任ある補償を行うべきであります。今後の住民への補償をどのように考えて公社を指導されるのかお尋ねします。

(土木部長)　広島高速道路は，都市交通の高速性，定時性の強化を図るため，必要不可欠な重要プロジェクトであります。

　広島高速道路公社が行ったこの度のトンネル工事にあたっては，予想を上回る沈下が発生し，住民の皆様に大変なご心配をおかけしたところであります。

　現在，広島高速道路公社において，説明会での住民の皆様からのご要望を踏まえ，再調査を実施しているところでございます。

　次に，これまでに公社が支払った個別の補償額につきましては，個人情報であることから，公にされるべき性質ではないものと考えております。

　また，今後の補償につきましては，現在，公社が床下等の詳細調査を実施中であり，その結果を踏まえ，専門家の意見を聞いた上で，総合的に判断するものと聞いております。

　今後とも，広島高速道路公社に対し，十分な説明に努め，住民の皆様のご理解が得られるよう指導して参ります。

②　広島高速５号線について
(辻県議)　広島高速５号線は、広島市東区の二葉山に１.８キロのトンネルを掘る計画です。このトンネルの真上には、最低の土かむりがわずか１９メートルで数百個単位の住宅団地があります。高速１号線福木トンネルの土かむりの半分という厚さです。しかも、団地の部分は以前、沼地であったという証言もあります。関係住民は地盤沈下や崩落が起きないかと非常に心配しています。

　関係住民の方々は今月、二葉山トンネル計画の撤回を求める４万５千３百人の署名を添えて議長に要望し、同様の要望を知事にしました。この署名について県はどのように受けとめているか、まずお尋ねします。

　もし、福木トンネルのような地盤沈下がおこった場合には莫大な処理費用が発生しますが、どのように対応されるのか、お聞きします。

　広島高速道路５号線は、総工事費９１４億円の巨大事業です。広島駅から広島空港へのアクセスの改善が目的ということですが、先に建設される高速２号線を使えば、空港へのアクセスはたった７分間の短縮にしかなりません。アクセス１分の短縮に約１３０億円の工事費をかけることになります。交通量予測の達成状況によっては高速道路会計全体が赤字となるなど、県財政に過重な負担を生じさせる可能性があります。

二葉山は、古来より「聖地」として大切にされ多くの神社・仏閣があります。シリブカガシの日本最大の貴重な群生地があるなど豊かな自然がそのまま守られてきました。小さな独立した山である二葉山には、いったん地下水が抜けると周囲から地下水の供給はなく、そこに直径１０メートルものトンネルを掘れば工法に関わらず大量の地下水が抜けてしまい、乾燥化によって樹木が立ち枯れするなど貴重な自然が失われます。東照宮の本殿裏に湧き出る「名水」も水枯れをおこすと危惧されています。さらにこの地域は急傾斜地に住宅が密集しています。樹木が枯れればがけ崩れが起こりやすくなり非常に危険な地域となります。

自然を破壊し地盤沈下を引き起こし、ムダ遣いそのものであるこの道路建設は白紙撤回すべきだと考えますが、お答えください。

(土木部長)　地元住民をはじめとした多くの皆様が，５号線のトンネル工事による地盤沈下や自然環境への影響などについて不安をもたれていることは認識しております。

　現在，トンネル工事に伴う影響につきましては，広島高速道路公社において，調査の着手に向けた説明を行っているところであり，今後，より詳細な調査を行い，その結果や対応策を，住民の皆様へ説明することとしております。

　また，トンネル工事に起因する地盤沈下が生じないよう，対策を講じるなど，適切な対応をすると聞いております。

　今後とも，住民の皆様に対し十分な説明を行うことにより，安心とご理解が得られるよう，公社を指導して参ります。

　５号線は，広島市都市部と，広島空港などを直結するための，極めて重要な路線であると認識しており，今後とも，国や広島市と十分連携を図りながら，５号線を含めた平成２５年度の全線ネットワーク完成に向け，全力を尽くして参る所存でございます。

再質問（辻県議）　広島高速５号線二葉山トンネル工事をめぐって、トンネルの真上にある牛田東１丁目、３丁目の住宅団地住民とは、現在どのような状況になっているのか、お尋ねします。

　さらに広島高速道路公社二葉山トンネル工事は防水対策を施した工法を用いるため、「地下水位は工事中にいったん下がるが、回復する」と説明していますが、「地下水位が回復する」根拠を具体的に示していただきたい。お答えください。

（土木部長）これまで，トンネル上部にあたる牛田東地区において，広島高速道路公社により，住民の皆様へ説明会を開催し，工事にご理解をいただくよう努めているところでございます。

５号線のトンネルにおいては，防水トンネルを採用する予定としております。掘削中は，一時的に地下水位は低下しますが，防水シートなどの防水処理を実施することにより，工事後には地下水位の回復が図られると考えております。

再々質問（辻県議）　地質調査や測量をするため民地への立ち入りをおこなわなくてはなりませんが、住民から立ち入りを拒否されていると聞いている。今後の対応はどうするか伺います。立ち入り拒否をされていても工事を来年度から強行するのでしょうか。お答えください。

　団地の住民の多くがトンネル工事そのものに強く反対している。さらにムダ遣いそのものである広島高速５号線は白紙撤回すべきであると再度、伺うものですが、お答えください。

（土木部長）私どもといたしましては，今後も住民の皆様に十分な説明を行い，工事着手できるよう努めて参りたいというふうに考えております。

５号線は，広島市都市部と，広島空港などを直結するための，極めて重要な路線であると認識しております。

早期の完成に向けて，努めて参ります。

７、　呉市下蒲刈島にかかる安芸灘大橋の料金問題について

①安芸灘大橋の通行料負担の軽減について

(辻県議)　この橋は早期の着工を求めて有料道路として建設され、現在片道の通行料が普通車で７００円です。昨年度の通行車両は１３５万台、その内回数券利用状況から見ると７１％が島に住む人々と考えられます。
　島民は３割引の通行券を購入することができますが、１か月２５日通勤すれば、橋の利用料金だけで約２万５千円の負担となり、生活にずっしりと重くのしかかります。渡船の廃止によって、橋はまさに迂回路がない唯一の生活道路となっています。迂回路がない生活道路は本来無料であるべきだと考えますが、県の認識をお伺いします。

県道路公社が管理する尾道大橋と広島熊野道路の普通車通行料はそれぞれ片道１５０円と２００円です。安芸灘大橋の７００円は生活道路としては余りにも高額です。橋の維持管理経費を県が負担するなどの工夫をすれば、通行料金を約３００円に切り下げることも可能ですが、お答えください。

（土木部長）　安芸灘大橋は，当時，下蒲刈島においては，渡船が唯一の交通手段であり，島民の皆様の日常生活に非常に不便な状況があったことから，早期整備が求められていたところです。

　そのため，安芸灘大橋の建設にあたっては，多額な事業費が必要であったことから，補助事業と併せて有料道路事業を導入し，早期供用を行うこととしたものでございます。

また，島民の方への負担軽減措置としては，通常は２割引の回数券を，最大３割引で発行すると共に，呉市においても独自に助成を行うなど，可能な限りの対応をしており，更なる引き下げは困難であると考えております。

②瀬戸内しまなみ海道の通行料負担の軽減について

県内には尾道市の因島大橋、生口橋など島民は生活道路として使いながら高額な通行料金を負担し、合併しても自治体としての一体性を感じられない地域があります。

県内のどの地域に住んでいても交通条件による格差がないよう特段の配慮を行うべきです。島民との識別は、本人の申請、ＥＴＣの普及で技術的には可能となっていますので、県として通行料金補助など検討すべきではないでしょうか。お尋ねします。
(土木部長)　瀬戸内しまなみ海道につきましては，広島県においても，出資金や直轄負担金など，料金負担の低減に向け，応分の負担を実施しているところであり，通行料金補助については，困難であると考えております。

　引き続き，愛媛・広島交流会議で，料金引き下げの緊急アピールを行うなど，より利用しやすい料金体系に向け，国などの関係機関に要請して参ります。

８、　緑資源幹線林道事業の県への移管問題について

(辻県議)　農水省は緑資源機構を本年度末に廃止し幹線林道事業は15道県へ移管する方針を示しています。これが実施されると広島県の戸河内・吉和間（12.8km）の事業も県に移管されます。この残事業に係る大型林道建設事業費は約２７億円であり、７割を国が補助するとしても財政的にも人的にも大きな負担が県に押し付けられることになります。

広島県は7月12日、緑資源幹線林道実施県（14県）と連名で農水省第三者委員会にあて「…国直轄事業への移行など国の責任において事業を継続実施すること」を要請しました。

県の林業振興施策の中心は、民有林の団地化と施業の集約化・効率化を推進し作業道路網の整備と合わせ木材の生産、搬出コストを安くする「低コスト林業団地」の整備であります。これらの施策展開と幹線林道建設にともなう経済効果や利活用、採算性、財政的負担の増大など広島県として、あらためてこの事業の必要性が問われているのではないでしょうか。この事業の必要性についてどのよう考えているのか、お答えください。

また、細見谷の渓畔林には、サワグルミ、トチ、オヒョウ、ナツツバキ、カツラ、ブナ、イヌブナといった多様な樹種で構成され、レッドデータブックに記載されている希少種も多く生息し、昆虫、水生生物、ツキノワグマなど生物種の多様性は西日本では例を見ません。この地域は西中国山地のツキノワグマ個体群の中核的生息地であり、絶滅危機にあるこの個体群の維持には絶対的な保全が必要であると生態学者が指摘しています。環境に配慮した工法で細見谷渓畔林周辺を整備するといわれていますが、幹線林道がつくられると、この細見谷を中心とした渓畔林一帯は計り知れない打撃を受けることは間違いありません。

「失われつつある西中国山地の原生的自然をとどめる最後の聖地」といわれる細見谷渓畔林を厳重に保全するために、この幹線林道整備は中止すべきではないでしょうか、お答えください。

さらに、細見谷の渓畔林を積極的に守るためにも、自然公園法の第２種特別地域の指定から「西中国山地国定公園特別保護地区」に格上げしてはいかがでしょうか。お答えください。

(農林水産部長)　緑資源幹線林道「戸河内・吉和区間」のうち，整備を予定している林道の周辺には，保育，間伐など手入れの必要なスギ，ヒノキの人工林が，約１,３００　ヘクタールございます。

　今後，この林道事業を実施することにより，これらの森林の効率的な整備に効果を発揮　　　　　するほか，地域間交流の促進などに寄与するものと考えております。

　また，渓畔林部分の整備につきましては，当初渓畔林を伐採し，７メートルの幅員で整備する計画となっておりましたが，現計画では，自然環境の保全に　配慮し，既存の車道幅員３メートルの林道を活用することとされております。

　現在，緑資源機構の廃止に伴い，農林水産省におきまして，緑資源幹線林道事業の補助事業化が検討されておりますが，県といたしましては，地方に新たな負担を強いることなく，国の責任において事業を継続実施するべきものと考えております。

　次に，自然公園法の指定についてでございますが，この渓畔林の地域は，今後とも，第２種特別地域として，林業活動との調整を適切に図りながら，優れた風致景観の保全に努めて参りたいと考えております。

９、　青年の安定した雇用の拡大について

(辻県議)　いま、働く青年・働きたい青年の実態は深刻です。働く青年の５人に１人が年収１５０万円以下で、まじめに働いても生活がなりたたない「ワーキング・プア」が社会の大問題になっています。また、３人に１人が非正規の不安定な雇用のもとにおかれ、青年の失業率も他の世代の２倍近くにのぼります。広島市内のコンビニで働くある青年は時給690円、夕方5時から10時までの勤務で週4日働き月収は5万9千円でしかありません。

　働く現場では、残業代が支払われない「サービス残業」が横行し、いわゆる「偽装請負」や不当な解雇、有給休暇が取れない、社会保険に加入できないなど、現行法さえ無視した違法が横行しています。また、成果主義賃金が導入されるなかで、「ノルマに追われ、がむしゃらに働き体をこわした」など、多くの青年が身も心もすりへらしながら働かされています。「人間らしく働きたい」という願いが、これほど切実になっているときはありません。
多くの若者が置かれた雇用と労働をめぐるこのような深刻な実態を打開することは、青年の切実な要求であるとともに、少子化問題やものづくりや技術継承・後継者育成問題、年金制度など社会保障の維持・発展など、日本社会と地域社会の将来にとって重大かつ緊急課題となっています。県として青年の雇用拡大を積極的にすすめる必要があります。県は「ひろしま若者しごと館」での若年者への就職支援をはじめ青年への取組みを強めていますが、県として職員採用枠を増やし、次のことを取り組むことを提案するものです。

一つには、青年労働者の雇用実態の調査を実施することであり、
二つには県が補助金を出している企業に正規雇用の拡大を強く求めることです。

さらに、偽装請負など犯罪一掃のために、相談窓口・体制の強化をはかるとともに、働く人の権利・労働のルールを青年に知らせるパンフを作成配布することを求めるものですが、お尋ねします。
(知事)　社会の活力を維持していくためには，若者の安定した就労を確保することが，重要な課題であると認識をいたしております。

　このため，若者の就労促進に向けて，国の労働力調査，就業構造基本調査などを活用しながら，雇用実態の把握に努めているところでございます。

　また，正規雇用の拡大につきましては，先般，経済団体，経営者団体に対し，正社員の雇用拡大に向けた協力要請を行ったところでございます。

　なお，県職員の採用につきましては，現在，「第二次行政システム改革推進計画」に基づき，定数の削減に取り組んでおりますので，ご理解をいただきたいと考えております。

　労働相談につきましては，広島と福山の雇用労働情報コーナーに専門の相談員を配置し，個別の相談に，きめ細かく対応しているところでございます。

　また，労働法令の基礎知識の周知につきましては，わかりやすく説明するセミナーの開催や，ホームページでの労働相談の代表的事例の紹介などに取り組んでいるところでございます。

　今後とも，関係機関と連携し，こうした取組の充実を図るなど，若者の安定就労の促進に積極的に取り組んで参りたいと考えております。

１０、　教育行政について

①定数内臨採問題

(辻県議)　私はこれまで教職員定数や配置について、定数内臨時採用者の多さなどを指摘して、正規任用者によるゆきとどいた教育条件をつくることこそ県教委としての本務であると指摘してきました。県教委は、昨年9月の私自身の一般質問に対して、「長期的な視野に立って必要な教員数を確保するよう努めて参りたい」と表明されました。しかし、今年度当初の県内状況をみると、小・中学校では、広島市任命分も含めて、定数内臨時採用者は８４５人にのぼっています。この多さは、昨年度比で１１８名の増、実に１６．２％も増加しています。県立学校では、昨年度比で55人増加の284人となっています。

１年だけの任期で勤務する教職員がこれだけの水準になることで、学校現場にどのような影響が出ているのか懸念されるところです。

聞くところによれば、病気によって休まざるを得ない教職員、介護休暇を取得しようと

する教職員に代替者の確保ができないケースが続出しているようです。さらに、時期も特定され、予定されているはずの産休に入る教職員でもその代替者が確保されていない実態もあるようです。学校に不可欠の教職員さえ確保されないこの事態を県教委はどのように認識され、どのように打開しようとしているのか，お尋ねします。

今こそ、教育に必要な教職員を身分の安定した正規任用者でしっかり確保し、すべての県民の願いであるゆきとどいた教育への条件づくりしっかりと行うべきではないでしょうか。教育長の答弁を求めるものです。

(教育長)　本年度の定数内臨時的任用職員につきましては，辞退職者数が予想を上回ったことなどにより，増加したところでございます。

　このため，児童生徒数の減少も踏まえつつ,長期的な視野に立って必要な教員数をしっかりと確保できるよう，本年度，採用予定者数を，１５年ぶりの高水準となる５０５人程度としたところでございます。

　　また，病気休暇，介護休暇，産前産後休暇等に伴う代員の確保につきましては，各種メディアを活用して積極的に募集活動を行うとともに，市町教育委員会や学校と連携して，人材に関する情報の共有などに努めているところでございます。

　　県教育委員会といたしましては，今後とも引き続き，長期的視野に立って，必要な教員数の確保に努めるとともに，代員が必要となった場合には，速やかにその確保に努めて参りたいと考えております。

②新規採用者の病気休暇などについて

(辻県議)　一方、せっかく新規採用されながら、まだ１学期しか終わっていない学校ですでに病気休暇に入っている先生や退職された先生がでていると聞き驚いています。

県教委が、他県にまで赴いて教員採用選考試験の説明会を開催するなど懸命の努力をされていることを知るだけに、残念でなりません。指摘しているこの事態の現状を明らかにし、その原因を県教委としてどのように分析され、また再発防止のための対応策をどのように考えておられるかお尋ねします。

以上で、私の質問は終わります。簡潔明瞭な答弁を期待するものです。

ご清聴ありがとうございました。

(教育長)　本年度における本県の新規採用教員は，広島市を除いて，２８６人でございます。このうち，現時点において，３０日以上の病気休暇中の者が４名，病気休暇後に辞職した者が２名となっております。

　　これらの病気には様々な原因があると考えられ，その特定は困難でございます。

　　新規採用者につきましては，指導教員を置くなど，それぞれの学校態勢を整え，指導･助言を行っているところでございます。

　　県教育委員会といたしましては，引き続き，確かな指導力の向上を図るとともに，健康面についても十分に留意するよう，市町教育委員会や学校との連携を深めて参りたいと考えております。

２００７年９月県議会





一般質問と答弁





　　　　日本共産党


　　　広島県議会議員　辻 つねお
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